
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 93,248,561 固定負債 16,767,189

有形固定資産 88,644,142 ※ 地方債 13,151,950
事業用資産 57,505,280 長期未払金 124,191

土地 52,085,315 退職手当引当金 3,491,048
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 15,304,340 その他 0
建物減価償却累計額 △ 10,909,087 流動負債 2,327,893 ※

工作物 704,423 1年内償還予定地方債 1,553,164
工作物減価償却累計額 △ 226,288 未払金 71,800
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 260,144
航空機 0 預り金 442,786
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 0 19,095,081 ※

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 546,577 固定資産等形成分 95,183,883

インフラ資産 30,799,249 余剰分（不足分） △ 17,802,733
土地 22,427,909
建物 435,216
建物減価償却累計額 △ 88,144
工作物 19,848,430
工作物減価償却累計額 △ 13,152,985
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 1,328,823

物品 813,243
物品減価償却累計額 △ 473,629

無形固定資産 147,342
ソフトウェア 147,342
その他 0

投資その他の資産 4,457,077 ※

投資及び出資金 320,978
有価証券 0
出資金 320,978
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 140,506
長期貸付金 0
基金 4,002,340

減債基金 0
その他 4,002,340

その他 0
徴収不能引当金 △ 6,748

流動資産 3,227,670
現金預金 1,204,349
未収金 88,915
短期貸付金 0
基金 1,935,322

財政調整基金 1,935,322
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 △ 916 77,381,150

96,476,231 96,476,231

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表(一般会計等)
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 25,324,915
業務費用 12,592,089
人件費 5,112,272※
職員給与費 3,495,635
賞与等引当金繰入額 260,144
退職手当引当金繰入額 341,237
その他 1,015,257

物件費等 7,178,187
物件費 6,163,282
維持補修費 177,305
減価償却費 827,993
その他 9,607

その他の業務費用 301,629
支払利息 122,919
徴収不能引当金繰入額 6,918
その他 171,792

移転費用 12,732,826
補助金等 2,815,800
社会保障給付 6,286,918
他会計への繰出金 3,627,029
その他 3,079

経常収益 1,036,213
使用料及び手数料 499,945
その他 536,268

純経常行政コスト △ 24,288,702
臨時損失 34,855
災害復旧事業費 -
資産除売却損 34,855
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 17,242
資産売却益 17,242
その他 -

純行政コスト △ 24,306,314※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書(一般会計等)
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 74,963,400※ 93,408,883 △ 18,445,482

純行政コスト（△） △ 24,306,314 △ 24,306,314

財源 26,719,572 26,719,572

税収等 17,463,159 17,463,159

国県等補助金 9,256,413 9,256,413

本年度差額 2,413,258 2,413,258

固定資産等の変動（内部変動） 1,770,509※ △ 1,770,509※

有形固定資産等の増加 2,724,833 △ 2,724,833

有形固定資産等の減少 △ 899,806 899,806

貸付金・基金等の増加 803,867 △ 803,867

貸付金・基金等の減少 △ 858,386 858,386

資産評価差額 - -

無償所管換等 4,492 4,492

その他 - - -

本年度純資産変動額 2,417,749※ 1,775,000※ 642,749

本年度末純資産残高 77,381,150 95,183,883 △ 17,802,733

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書(一般会計等)
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 24,420,275
業務費用支出 11,687,449
人件費支出 5,046,499
物件費等支出 6,350,195
支払利息支出 122,919
その他の支出 167,836

移転費用支出 12,732,826
補助金等支出 2,815,800
社会保障給付支出 6,286,918
他会計への繰出支出 3,627,029
その他の支出 3,079

業務収入 26,330,364
税収等収入 17,473,096
国県等補助金収入 7,841,887
使用料及び手数料収入 499,945
その他の収入 515,436

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,910,089
【投資活動収支】
投資活動支出 3,437,057
公共施設等整備費支出 2,766,948
基金積立金支出 645,109
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 25,000
その他の支出 -

投資活動収入 2,182,042
国県等補助金収入 1,414,526
基金取崩収入 705,557
貸付金元金回収収入 25,000
資産売却収入 36,959
その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,255,015
【財務活動収支】
財務活動支出 1,432,669
地方債償還支出 1,432,669
その他の支出 -

財務活動収入 1,029,800
地方債発行収入 1,029,800
その他の収入 -

財務活動収支 △ 402,869
252,205
509,358
761,564 ※

前年度末歳計外現金残高 430,471
本年度歳計外現金増減額 12,314
本年度末歳計外現金残高 442,786 ※

本年度末現金預金残高 1,204,349 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書(一般会計等)
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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す

る
調
書
記
載
額

財
政
調
整
基
金

1
,9
3
5,3
22

-
-

-
1
,9
3
5,3
22

1
,9
3
5,3
22

土
地
開
発
基
金

2
4,7
16

-
-

4
2
6,4
94

4
5
1,2
09

4
5
1,2
09

公
共
料
金
支
払
基
金

1
1
0,0
00

-
-

-
1
1
0,0
00

1
1
0,0
00

職
員
退
職
手
当
基
金

1
5
6,7
00

-
-

-
1
5
6,7
00

1
5
6,7
00

公
共
施
設
整
備
基
金

1
,5
7
4,4
72

-
-

-
1
,5
7
4,4
72

1
,5
7
4,4
72

高
齢
者
福
祉
基
金

2
9
1,1
51

-
-

-
2
9
1,1
51

2
9
1,1
51

国
立
駅
周
辺
整
備
基
金

3
3
1,6
13

-
-

-
3
3
1,6
13

3
3
1,6
13

道
路
及
び
水
路
の
整
備
基
金

4
8
1,8
45

-
-

-
4
8
1,8
45

4
8
1,8
45

母
子
家
庭
等
の
自
立
及
び
子
育
ち
支
援
基
金

8
6,9
89

-
-

-
8
6,9
89

8
6,9
89

企
業
誘
致
促
進
基
金

1
2
6,7
22

-
-

-
1
2
6,7
22

1
2
6,7
22

く
に
た
ち
未
来
基
金

1
0
1,3
52

-
-

-
1
0
1,3
52

1
0
1,3
52

Ｒ
Ｈ
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
基
金

9
6,4
50

-
-

-
9
6,4
50

9
6,4
50

青
少
年
育
英
基
金

9
0,6
81

-
-

-
9
0,6
81

9
0,6
81

谷
保
の
原
風
景
保
全
基
金

1
0
3,1
55

-
-

-
1
0
3,1
55

1
0
3,1
55

合
計

5
,5
1
1,1
69

-
-

4
2
6,4
94

5
,9
3
7,6
62

5
,9
3
7,6
62



e
　
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）
f
　未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名
又
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額
徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
又
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額
徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

-
-

-
-

-
-

小
計

-
-

小
計

-
-

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
　
市
民
税

1
6,9
06

　
　
市
民
税

3
4,8
96

　
　
固
定
資
産
税

4
,8
71

　
　
固
定
資
産
税

1
2,5
09

　
　
都
市
計
画
税

1
,0
81

　
　
都
市
計
画
税

2
,8
43

　
　
軽
自
動
車
税

4
37

　
　
軽
自
動
車
税

6
07

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

1
1
5,7
79

6
39
　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

2
9,9
69

1
1

　
　
保
育
所
保
育
料
等

1
,4
33

2
74
　
　
保
育
所
保
育
料
等

2
,6
81

-

　
　
そ
の
他

-
-
　
　
そ
の
他

5
,4
10

-

小
計

1
4
0,5
06

6
,7
48

小
計

8
8,9
15

9
16

合
計

1
4
0,5
06

6
,7
48

合
計

8
8,9
15

9
16

5
,8
35

9
06



（
イ
）
負
債
項
目
の
明
細

a　
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

う
ち
翌
年
度
償
還

【
通
常
分
】

9
,6
9
2,0
77

9
9
6,2
80

6
8
8,5
47

9
5
5,6
19

2
,7
6
6,3
34

5
,2
8
1,5
77

　
　
総
務
債

2
,5
6
9,0
31

1
9
0,6
85

3
8,6
46

4
3,4
84

3
0
9,5
63

2
,1
7
7,3
39

　
　
民
生
債

5
8
0,2
90

3
3,6
42

1
0,8
86

-
4
0
9,1
00

1
6
0,3
04

　
　
衛
生
債

8
9,1
52

2
2,4
99

-
-

-
8
9,1
52

　
　
土
木
債

4
,1
1
3,2
78

4
9
5,6
73

3
8
1,9
87

7
5
5,0
65

3
8
9,4
29

2
,5
8
6,7
97

　
　
消
防
債

2
4
0,1
40

2
5,5
60

1
4
4,0
20

9
6,1
20

-

　
　
教
育
債

2
,1
0
0,1
85

2
2
8,2
22

2
5
7,0
28

1
3,0
50

1
,5
6
2,1
23

2
6
7,9
84

【
特
別
分
】

5
,0
1
3,0
37

5
5
6,8
83

1
,3
0
6,1
81

-
3
,7
0
6,8
55

-

　
　
減
税
補
補

塡
債

7
0
5,6
17

1
2
9,1
46

7
0
5,6
17

-
-

-

　
　
臨
時
税
収
補

塡
債

2
5,7
28

2
5,7
28

2
5,7
28

-
-

-

　
　
臨
時
財
政
対
策
債

4
,1
9
0,8
57

3
9
3,6
80

5
7
4,8
37

-
3
,6
1
6,0
20

-

　
　
そ
の
他

9
0,8
35

8
,3
29

-
-

9
0,8
35

-

合
計

1
4,7
0
5,1
13

1
,5
5
3,1
64

1
,9
9
4,7
28

9
5
5,6
19

6
,4
7
3,1
89

5
,2
8
1,5
77

b
　
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

1
.5
％
以
下

1
.5
％
超

2
.0
％
以
下

2
.0
％
超

2
.5
％
以
下

2
.5
％
超

3
.0
％
以
下

3
.0
％
超

3
.5
％
以
下

3
.5
％
超

4
.0
％
以
下

4
.0
％
超

1
4,7
0
5,1
13

1
2,1
4
8,4
42

2
,4
5
3,6
45

1
0
3,0
27

c
　
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

５
年
超

1
0年
以
内

1
0年
超

1
5年
以
内

1
5年
超

2
0年
以
内

2
0年
超

1
4,7
0
5,1
13

1
,5
5
3,1
64

1
,5
0
6,0
46

1
,4
6
8,6
38

1
,4
0
2,8
05

1
,3
8
4,7
86

5
,2
0
4,0
01

1
,7
0
8,7
23

4
7
6,9
50

d
　
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

該
当
な
し

そ
の
他

契
約
条
項
の
概
要

区
分

当
期
末
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行



e
　
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金

9
,3
37

6
,9
18

8
,5
90

0
7
,6
64

賞
与
等
引
当
金

2
2
1
,4
95

2
6
0
,1
44

2
2
1
,4
95

0
2
6
0
,1
44

退
職
手
当
引
当
金

3
,4
6
3
,9
24

3
4
1
,2
37

3
1
4
,1
13

0
3
,4
9
1
,0
48

合
計

3
,6
9
4
,7
55

6
0
8
,2
99

5
4
4
,1
98

0
3
,7
5
8
,8
56

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高



イ
．
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
ア
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

保
育
所
等
改
修
費
等
支
援
事
業
補
助
金
小
規
模
保
育
所

2
4,5
75
保
育
所
改
修
に
対
す
る
補
助
金

そ
の
他

7
,4
21

計
3
1,9
96

そ
の
他
の
補
助
金
等

都
消
防
委
託
金

東
京
都

9
1
8,7
37
消
防
事
務
委
託
に
係
る
費
用

多
摩
川
衛
生
組
合
負
担
金

多
摩
川
衛
生
組
合

2
7
7,9
18
国
立
市
・
府
中
市
・
稲
城
市
・
狛
江
市
で
構
成
す
る

多
摩
川
衛
生
組
合
に
対
す
る
負
担
金

施
設
型
給
付
費

幼
稚
園
・
認
定
こ
ど
も
園

1
6
8,7
71
私
立
幼
稚
園
及
び
認
定
こ
ど
も
園
に
対
す
る
公
費

負
担

認
証
保
育
所
運
営
費
補
助
金

認
証
保
育
所

1
5
9,0
83
認
証
保
育
所
の
運
営
費
に
対
す
る
補
助
金

年
金
生
活
者
等
支
援
臨
時
福
祉
給
付
金
対
象
者

1
5
8,0
40
年
金
生
活
者
等
に
対
す
る
給
付
金

ま
ち
づ
く
り
協
力
金
等

指
定
企
業

1
3
2,9
54
指
定
企
業
か
ら
徴
収
し
た
固
定
資
産
税
等
の
還
付

金

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合
負
担
金
東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合

1
1
1,0
32
多
摩
地
域
2
5市
1
町
で
構
成
す
る
東
京
た
ま
広
域

資
源
循
環
組
合
に
対
す
る
負
担
金

そ
の
他

8
5
7,2
69

計
2
,7
8
3,8
05

合
計

2
,8
1
5,8
00

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）



ウ．純資産変動計算書の内容に関する明細

（ア）財源の明細 （単位：千円）

会 計 区 分 金 額

14,945,140

1,756,154

331,292

78,508

114,738

40,222

118,535

9,279

69,290

17,463,159

国 庫 支 出 金 459,918

都 支 出 金 954,608

計 1,414,526

国 庫 支 出 金 4,437,278

都 支 出 金 3,404,609

計 7,841,887

9,256,413

26,719,572

財源の内容

一般会計

税収等

地 方 税

税 関 連 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

寄 附 金

合 計

交 通 安 全 特 別 交 付 金

他 会 計 繰 入 金

小 計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小 計



国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

2
4,3
0
6
,3
14

7
,8
4
1
,8
87

0
1
5,1
2
1
,9
95

1
,3
4
2
,4
32

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

2
,7
2
4
,8
33

1
,4
1
4
,5
26

1
,0
2
9
,8
00

2
3
8
,3
87

4
2,1
20

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

8
0
3
,8
67

0
0

6
7
0
,1
09

1
3
3
,7
58

そ
の
他

0
0

0
0

0

合
計

2
7,8
3
5
,0
14

9
,2
5
6
,4
13

1
,0
2
9
,8
00

1
6,0
3
0
,4
90

1
,5
1
8
,3
11

エ
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
ア
）
資
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

（
イ
）
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

金
額

内
訳

本
年
度
末
残
高

2
70

7
6
1
,2
94

7
6
1
,5
64

種
類

現
金

要
求
払
預
金

合
計



平成28年度 国立市一般会計等財務書類注記 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額1円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は、次のとおりです。 

 建物    4年～50年 

 工作物    8年～50年 

 物品    2年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

 （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース契

約1件当たりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

  ・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それ

ぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

  



(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額 

    が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行います。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（国立市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法と

して規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上してい

ます。 

ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のお

おむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等 

該当する事項はありません。 

 

 

3 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 

 

 

4 偶発債務 

該当する事項はありません。 

  



5 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は、次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第 235条の 5の規定に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率      - 

連結実質赤字比率    - 

実質公債費比率   -2.0% 

将来負担比率      - 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額        3,255千円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額                  191,881千円 

 

(2) 貸借対照表に係る事項 

① 総務省方式改定モデルから統一的な基準へ変更したことによる影響額等は次のとおりです。 

総務省方式改定モデルに基づく普通会計ベースの平成 27年度貸借対照表における「有形固定資産」

60,299,202千円及び「売却可能資産」393,860千円は、有形固定資産の評価基準の変更等により26,071,351

千円増加し、「有形固定資産」86,764,413千円としています。 

② 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資産としています。今年

度は、該当する資産はありません。 

③ 基金借入金（繰替運用） 

会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが

見込まれる金額                                            13,708,333千円 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模                                               15,706,883千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額         1,441,332千円 

将来負担額                                                 25,169,152千円 

充当可能基金額                                              5,519,668千円 

特定財源見込額                                              7,956,484千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額               13,708,333千円 

⑥ 地方自治法第234条の3の規定に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

該当ありません。 

  



(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く。） 2,033,008千円 

投資活動収支 △1,255,015千円 

基礎的財政収支 777,993千円 

② 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は、含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は、次のとおりです。 

一時借入金の限度額                                       3,000,000千円 

一時借入金に係る利子額                                       26千円 

③ 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は、以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額       24,878千円 

有形固定資産の無償取得                         3,794千円 


